


参考 

 

 市民公益税制ＰＴの当面の進め方（第１回会合に基づく） 

 

第１回（済）  ＰＴの運営等、今後の検討内容について意見交換 

 

第２回     総務省・財務省・内閣府より説明 

         （市民公益税制に関する現行制度、市民公益税制に関する諸

外国の制度等） 

 

第３回～   有識者からヒアリング 

 

 

※ 平成 22 年 4 月末を目途に成果を得るよう改革に向けた検討を進める。 

 

  




